様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　2022 年　4 月　1 日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）みついすみともとらすと・ほーるでぃんぐすかぶしきがいしゃ
          一般事業主の氏名又は名称 三井住友トラスト・ホールディングス株式会社
（ふりがな）たかくら とおる
                            　　  （法人の場合）代表者の氏名  高倉 透 印
住所　〒100-8233　東京都千代田区丸の内1-4-1

法人番号　9010001139555　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	「統合報告書2020　ディスクロージャー誌 本編」

	公表日
	　2020 年　7 月 20 日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社ホームページ上で公開
https://www.smth.jp/-/media/th/investors/disclosure/2019/all.pdf 
「統合報告書2020　ディスクロージャー誌 本編」
中期経営計画（P.22-P.24）

	記載内容抜粋
	当グループが専業信託銀行グループとして果たすべき役割・機能、自らの存在意義（パーパス）を長期的な視点で捉え直した上で、この3年間の戦略を策定しました。さまざまな社会・環境の変化に伴う社会課題の解決を使命とするとともに自らの成長機会と認識し、「社会的価値創出と経済的価値創出の両立」を経営の根幹に据えています。
社会における価値観の多様化や、不確実性の増大が進む環境こそ、当グループが安心かつ安全な社会を実現する信託制度の担い手として本領を発揮すべき時であり、最も信頼されるお客さまの「ベストパートナー」として、変化への対応力を一段と高めた社会を次世代につなげていくことに最大限努めたいと考えています。
■存在意義（パーパス）
信託の力で、新たな価値を創造し、お客さまや社会の豊かな未来を花開かせる
■存在意義（パーパス）明確化の背景
• 新たな中期経営計画では、社会構造の変化や急速なデジタル化の進展を積極的に捉え、資産に関する新たな社会課題を当グループならではの機能や強みで解決することを目指します
• 専業信託銀行グループとして高い専門性と総合力、多彩な機能を有する当グループは、いつの時代においても、社会課題の解決による新たな価値の創出を通じ、経済的な価値を生み出してきました
• こうした経済的な価値が再び社会に還元され、お客さまや当グループのさらなる発展・成長をもたらし、より豊かになった社会を次世代につなげていくことへの貢献こそ、当グループの使命であることを再確認し、自らの存在意義（パーパス）を定義しました
■目指す姿
・サステナブルな社会の発展
・当グループの持続的・安定的な成長
・ビジネスモデルの特徴を生かしたROEの自律的向上
■基本戦略
2020年度からの中期経営計画では、3つの基本戦略を経営の中心に据え、成長の持続性・安定性をさらに向上させる取り組みを進めていきます。
①事業ポートフォリオの強化（持続的・安定的な成長への基盤強化）
②資本戦略（バランスシート、資本の効率的な活用）
③業務品質の高度化（ビジネスの創出・強化を支える力）

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	当社取締役会で決議された当社組織規程および権限規程に基づき、当社取締役執行役社長にて承認後、公表



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	1 統合報告書2018　ディスクロージャー誌 本編
2 統合報告書2020　ディスクロージャー誌 本編
3 統合報告書2021　ディスクロージャー誌 本編
4 ケイパビリティ | Trust Base株式会社（※）
※当グループのデジタル戦略会社

	公表日
	1 2018 年　7 月 23 日
2 2020 年　7 月 20 日
3 2021 年　7 月 21 日
4 2021 年 12 月 21 日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	1 当社ホームページ上で公開
https://www.smth.jp/-/media/th/investors/disclosure/2017/all.pdf
「統合報告書2018　ディスクロージャー誌 本編」
デジタル戦略（P.84）
2 当社ホームページ上で公開
https://www.smth.jp/-/media/th/investors/disclosure/2019/all.pdf 
「統合報告書2020　ディスクロージャー誌 本編」
デジタライゼーションへの取り組み（P.34）
3 当社ホームページ上で公開
https://www.smth.jp/-/media/th/investors/disclosure/2020/all.pdf
「統合報告書2021　ディスクロージャー誌 本編」
デジタル戦略（P.113）
4 Trust Base株式会社のホームページ上で公開
「ケイパビリティ」
デジタルテクノロジーセンター
（https://trustbase.co.jp/service/technology/）
データサイエンスセンター
（https://trustbase.co.jp/service/science/）
デジタルオペレーションセンター
（https://trustbase.co.jp/service/operation/）

	記載内容抜粋
	（公表媒体②P.34）
中期経営計画におけるデジタル戦略 ～6つの戦略領域～
2020年度からスタートした中期経営計画における「事業ポートフォリオの強化」「業務品質の高度化」という基本方針の下、デジタル戦略を推進するにあたり、「6つの戦略領域」（以下の1～6）を設定しています。
成熟した技術や既存資産を活用してオペレーションの抜本改革などを追求する「1.Improvement」、新技術活用や新資産獲得によって既存事業に磨きをかける「2.Refine」、既存の強みや資産を転用して新たな市場や事業を開拓する「3.Reform」、そして新技術を活用して新たな成長領域の確立を追求する「4.Disruption」、これら4領域は並行して推進していきます。
また、1～4の領域における各プロジェクトをスピーディかつ俊敏に推進するためには、体制面も同時に強化し続ける必要があり、「5.テクノロジー基盤・組織体制」と、「6.人材育成・採用」は中長期的に取り組むべき重要な戦略領域と位置付けています。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	公表媒体①②③：
当社取締役会で決議された当社組織規程および権限規程に基づき、当社取締役執行役社長にて承認後、公表
公表媒体④：
TrustBase株式会社のホームページの該当箇所は、同社取締役会で決議された同社組織規程および権限規程に基づく決裁権者（CEO）の承認後、公表



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	1 統合報告書2018　ディスクロージャー誌 本編
デジタル戦略（P.84）
3 統合報告書2021　ディスクロージャー誌 本編
デジタル戦略（P.113）

	記載内容抜粋
	■DX推進体制・組織
＜デジタル企画部の新設＞（公表媒体①P.84）
2017年11月には、三井住友トラスト・ホールディングスと三井住友信託銀行に「デジタル企画部」を新設し、デジタル変革、中でも、トータルソリューションモデルの進化に向けたテクノロジー活用の調査・研究と実証実験を加速させています。
＜デジタル戦略会社（Trust Base株式会社）の設立＞（公表媒体③P.113）
2021年4月1日、三井住友トラスト・ホールディングスは、グループのデジタル戦略を担う会社を設立しました。グループ会社や三井住友信託銀行の事業を横断したDX戦略を一手に担い、デジタル化を加速させていきます。新会社では、システム開発環境を独自に構築し、業務ルールも簡素化しています。変化の激しいデジタル分野で、フットワークの軽い業務運営を実現し、厳しい競争を勝ち抜く仕組みを構築していきます。
■人材育成・確保（公表媒体③P.113）
デジタル人材の育成については、高度な知識や技術を有する専門人材の育成とグループ全体のデジタルリテラシーの底上げという両面からの取り組みを行っています。
DXを推進する専門人材の育成の観点から、2019年度より最先端のブロックチェーン技術に関する研究に定評のある米ジョージタウン大学へ、2020年度より慶應義塾大学量子コンピューティングセンターへ人材を派遣し、参加企業と共同研究を行っています。グループのリテラシー底上げの観点から、Google CloudのAIスペシャリストを講師に迎え、Google AIをハンズオン形式で実際に活用し、業務効率性向上や新たなサービス創出のヒントを発見するためのワークショップなどを開催、多くのグループ社員が積極的に参加しています。



② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	4 Trust Base株式会社のホームページ上で公開
「ケイパビリティ」
デジタルテクノロジーセンター
（https://trustbase.co.jp/service/technology/）
データサイエンスセンター
（https://trustbase.co.jp/service/science/）
デジタルオペレーションセンター
（https://trustbase.co.jp/service/operation/）

	記載内容抜粋
	＜デジタルテクノロジーセンター＞
デジタルテクノロジーセンターは、三井住友トラスト・グループのDXを支えるクラウドインフラ及びアプリケーションの開発・構築を担う部門です。具体的には、クラウドサービス（IaaS）におけるアプリケーションインフラの構築対応。全体として一貫性のあるアーキテクチャや、セキュリティ要件を充足したアーキテクチャの設計と実装。さらには、提供するプロダクトの品質や安定性、セキュリティ、スケーラビリティを向上させるための課題を技術的に解決することなどに取り組んでいます。

＜データサイエンスセンター＞
データの利活用を通じて社会や事業環境の変化に速やかに対応するため、データサイエンスセンターでは、信託銀行向けのデータサイエンス基盤を構築。散在していたデータを集約し、維持・管理するインフラの整備を進めています。さらに、データプレパレーションツールやBIツールなどを活用することで、これまで人の手で行われていたデータ抽出からレポーティング、スコアリングまでの一連の流れを自動化し、リードタイムを短縮。データドリブンなビジネス展開に貢献するため、データサイエンス基盤の拡充・高度化に取り組んでいます。

＜デジタルオペレーションセンター＞
デジタルオペレーションセンターは、RPA、OCR、Bot等の自動化ソリューションを三井住友信託銀行に導入し、業務プロセスを改善する部門です。これまで信託銀行の各事業部は、堅確性にこだわった複雑な業務プロセスをそれぞれに構築してきました。そのため、デジタルオペレーションセンターでは、現場ごとに異なる課題やニーズを詳細にヒアリングし、実情に即したロボットを開発し導入することで、日常の事務業務の品質をさらに高めるべく、オペレーション革新を推進しています。



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	統合報告書2021　ディスクロージャー誌 本編

	公表日
	　　2021 年　7 月 21 日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社ホームページ上で公開
https://www.smth.jp/-/media/th/investors/disclosure/2020/all.pdf
「統合報告書2021　ディスクロージャー誌 本編」
（P.27,112）

	記載内容抜粋
	■主な成果指標
・DX戦略の各領域に対し成果を測る指標を設定済み（一部のみ公表）。
・公表している指標
＜①Improvement＞（オペレーションの抜本改革）
・RPA、AI-OCR活用による削減業務時間
· RPAを活用した業務自動化の推進により、2018年度の導入以来、累計で30万時間相当の効率化を実現
· 2020年度よりAI-OCR導入を4業務に導入し、約2万時間相当の効率化を実現
＜③Reform＞（既存資産からの新事業開拓）
　・オンラインチャネル利用個人顧客数
· 2020年度実績：199万人 2022年度目標：238万人



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	1 2020 年　7 月 20 日
2 2021 年　7 月 21 日

	発信方法
	1 当社ホームページ上で公開
「統合報告書2020　ディスクロージャー誌 本編」
https://www.smth.jp/-/media/th/investors/disclosure/2019/all.pdf 
トップメッセージ（P.6）
2 当社ホームページ上で公開
「統合報告書2021　ディスクロージャー誌 本編」
https://www.smth.jp/-/media/th/investors/disclosure/2020/all.pdf
トップメッセージ（P.22-23）

	発信内容
	1 統合報告書2020のトップメッセージにて、中期経営計画におけるデジタルの活用について発信
（お客さまニーズの変化に対し、培ったノウハウやデジタルも活用しつつ「信託の力」で着実に応えていく）
2 統合報告書2021のトップメッセージにて、現時点の進捗を発信
（お客さまとのオンラインでのコンタクトの機会が大きく拡大したことにより、それぞれの方に応じた効果的なソリューションを提供することが可能となった）
（デジタル分野では戦略子会社の新設によりデジタル人材の採用を推進する）



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	　2022 年　2 月頃　～　2022 年　3 月頃


	実施内容
	「DX推進指標」による自己分析を行い、IPAの自己診断結果入力サイトに登録済み。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	　2012 年　4 月頃　～　現在

	実施内容
	【組織・人的対策】
＜情報セキュリティリスク管理に関連する規程類の整備＞
「リスク管理規程」を上位規定とし、下位規則である「情報セキュリティ管理規則」等の規程類を整備しています。

＜サイバーセキュリティ管理態勢＞
当グループは、サイバー攻撃をガバナンス・経営基盤マテリアリティの一つに設定するほかトップリスクに選定しており、「サイバーセキュリティ経営宣言」を策定の上、経営主導によるサイバーセキュリティ対策の企画・推進を行っています。
・サイバーセキュリティ対策の専門組織としてSuMiTRUST-CSIRTを設置し、グループ内外から脅威情報や脆弱性情報を収集・分析、セキュリティ対策を企画・導入し、経営へ報告する管理態勢を構築しています。またセキュリティ対策の検討会やIT委員会を通じて、外部知見も活用の上高度化を進めています。
・米国のセキュリティ基準に基づく社内規程類を制定し、サイバー攻撃に対する平時、有事の対応プロセスを整備しています。
・関係会社を含む当グループにおいて、サイバーセキュリティリスクアセスメントやシステム脆弱性診断を定期的に実施するほか、サイバーセキュリティ関連規程類の共通化を進め、グループ全体のサイバーセキュリティ態勢の高度化・標準化を推進しています。

＜セキュリティ人材の育成＞
サイバーセキュリティの高度な専門知識を有する人材を育成するため、CSIRTでは社内検討会における社外専門家との協業、金融ISAC、FS-ISAC等の社外コミュニティへの参加、社外研修や資格取得支援、大学院への社員派遣などを行っています。
また、全社員を対象とした情報セキュリティ研修やフィッシングメール訓練、外部機関と連携したサイバー演習を通じて、社員教育にも継続的に取り組んでいます。

【技術的対策】
サイバー攻撃への技術的な対策として、境界型防御策（入口対策、出口対策、内部対策の多層防御）を構築しており、DDoS攻撃対策やフィッシングサイトの検知・遮断等の各種対策によりリスク低減を図っています。
また、サイバーセキュリティヒートマップを用いたリスク状況の自己分析、FFIEC-CATなど国際的なサイバーセキュリティアセスメントツールを用いた第三者評価を定期的に実施するほか、金融ISACや内閣サイバーセキュリティセンターが主催するサイバー演習に参加するなど、サイバーレジリエンス強化に向けPDCAサイクルによる対策高度化を進めています。さらに、サイバー保険による万が一への備えも行っています。



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

